
続して行う必要がある。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 市役所で申請する市民の割合(％) ― ― ― 90.0 92.0
指標

指標
県内の窓口業務状況　54市町村のうち11市町村実施

他市との 　委託　4市（春日井、安城、西尾、刈谷）
比較検証 　嘱託　4市（豊川、田原、小牧、蒲郡）

　直営　3町村（設楽町、東栄町、豊根村）

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 5,720 8,568 合計 5,719,956 円
旅費 96,480 円

財
　
源

特定財源 0 0 582 5,343 需用費 282,231 円
委託料 519,750 円

一般財源 0 0 5,138 3,225 工事請負費 2,992,500 円
備品購入費 1,828,995 円

職員人件費　② 0 0 7,

Ｄ

743 8,061

総事

　

業費（①＋②） 0 0 1

　

3,463 16,62

　

9

建
設
事
業

全体事業費

Ｏ

（単位：千円） 0 ２５

　

年度特定財源名称

２５

　

年度迄の累積事業費 0

∧

市町村振興事業費補助

　

金
(県）

２７年度以降

　

の事業費見込 0 市町村

実

権限委譲特別交付金(

　

県）

　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

２

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

６

事
　
業
　
概
　
要

総合計

年

画
分野 計画推進

基本施

度

策 行政経営
施策体系

施

　

策の内容 効率的な行政

刈

運営

目
　
　
　
的

　一般

谷

旅券の申請受付及び交

市

付業務を市役所

主
た
る

事

内
容

○一般旅券の申請

務

受付業務の実施
で行う

事

ことで、市民の利便性

業

向上を図る。 ○一般旅

評

券の交付業務の実施
　

価

・開始日　平成26年

シ

4月1日
　・業務内容

ー

　　新規・切替、記載

ト

事項変更、増補の申請

（

　　受付及び交付
　・

様

紛失、焼失届出受付
　

式

・窓口開設時間　9時

１

から17時まで
　　　

）

　　　（金曜日は交付

会

のみ18時まで）

位
置

計

づ
け

関連計画

根拠法令

名

愛知県事務処理特例条

担

例

対象者 市民 事業期間

当

平成２５年度 ～

実施方

部

法 ■直営　■委託　□

市

指定管理　□補助・助

民

成　□その他

活動部

一般会計
一

Ｂ
　

般

事
　
業
　
実
　
績

２３年

旅

度実績 ２４年度実績 ２

券

５年度実績 ２６年度計

発

画

　 　 窓口開設準備　

給

窓口業務委託料
　 　 ・

等

備品購入 　7,538

事

,400円
　 　 　写真

業

カッター、交付機端末

担

､　
　 　 　ＶＯＩＤ(

当

打抜き)機等 市の窓口

課

で申請する市民の人
　

市

　　――――――― 　

民

　　――――――― ・

課

改修工事 数
  防犯カ

款

メラ設置、窓口サイ 

項

　5,000人×90

目

％＝4,500人
　ン

担

表示、発券機設置等　

当

 
（参考）
　愛知県の

係

窓口で申請した市
　民

管

の人数  4,948

理

人
　身近な市役所で申

係

請受付及び交付業務を

2

行うことにより市外へ

3

出向く必要がなくなり

1

、市民の利便性向上を図ることが

成果 できた。

(できたこと)

　平成26年4月1日から業務を開始したが、受付時間や受取りまでの日数などの基本的な内容についての市民への周知がま
課題

だまだ不足しているため、旅行シーズン前など、機会を捉えた広報活動を継



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市外へ出向かずに身近な場所で旅券の申

平

請及び受取りが
・法的

成

業務
高い

でき、市民の

２

ニーズに応えることが

６

できるため必要性は高

年

必要性 ・市民ニーズ、

度

社会需要 い。
・市民生

　

活上必要である　など

刈

　窓口業務を委託する

谷

ことで、直営に比べ人

市

件費の削減及
・コスト

事

の節減、費用対効果
高

務

い
び知識と経験のある

事

人材の配置を図ること

業

ができ、効率的
効率性

評

・執行体制の効率性 か

価

つ正確な事務を行うこ

シ

とができる。
・手段の

ー

最適性　など

　人口が

ト

10万人以上の市への

（

権限移譲を愛知県が推

様

進して
・市が主体とな

式

って実施する
普通

おり

２

、毎年5,000人程

）

度の市民の利用が見込

会

まれるため、市
妥当性

計

　べき事業であるか 役

名

所で業務を行うことは

担

妥当である。
・総合計

当

画との整合性　など

　

部

期待される先進的な市

市

役所作りの重要施策と

民

して位置づ

施策への ・

活

施策への貢献度
高い

け

動

られており、安城市、

部

西尾市と同時に西三河

一

で初めての
・目標達成

般

度 事業であることから

会

市民へのＰＲ効果もあ

計

り、施策への貢
貢献度

一

・市民サービスへの効

般

果　など 献度は高い。

旅

今後の方向性 □拡充　

券

■現状維持　□改善・

発

効率化　□縮小　□終

給

期設定　□休止・廃止

等

　継続的に一定数の市

事

民の利用が見込まれる

業

ため、引き続き適切に

担

事業を実施していく必

当

要がある。

課 市民課

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

款

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

項

　
∨

目 担当係 管理係

2 3 1



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 10,000 0 合計 10,000,000 円
積立金 10,000,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 10,000 0

職員人件費　② 0 0 701 0

総事業費（①＋②） 0 0 10,701 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　

２

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

６

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

年

　
概
　
要

総合計画
分野

度

計画推進

基本施策 行政

　

経営
施策体系

施策の内

刈

容 効率的な行政運営

目

谷

　
　
　
的

　一般旅券発

市

給業務に必要となる収

事

入印紙等

主
た
る
内
容

○

務

基金設置のための積立

事

て
を適切に確保するた

業

めに基金を設置し、業

評

務
の円滑な実施を図る

価

。

位
置
づ
け

関連計画

根

シ

拠法令

対象者 対象者を

ー

限定せず 事業期間 平成

ト

２５年度 ～ 平成２５年

（

度

実施方法 ■直営　□

様

委託　□指定管理　□

式

補助・助成　□その他

１）

会計名 担当部 市

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

民

績

２３年度実績 ２４年

活

度実績 ２５年度実績 ２

動

６年度計画

　 　 積立金

部

　10,000,00

一

0円 　
　 　 　
　 　 　
　

般

　 　
　　　―――――

会

―― 　　　―――――

計

―― 　　　―――――

一

――

　平成26年4月

般

1日に開始した一般旅

旅

券発給業務に必要な収

券

入印紙の販売を行うた

収

めの基金を設置し積立

入

を行った。これを

成果

印

基に収入印紙を購入し

紙

、旅券窓口開始の準備

購

を行うことができた。

入

(できたこと)

　刈谷

基

市では例のない毎日運

金

用される基金であるた

積

め、収入印紙を含めた

立

管理方法の確立と適正

事

な運用を行っていくこ

業

と
課題

が課題である。

担

(できなか 

 ったこ

当

と)

指標名称（単位）

課

実績値 目標値

２３年度

市

２４年度 ２５年度 ２６

民

年度 ２８年度

活動 基金

課

の積立金額（千円） ―

款

― 10,000 ― ―
指

項

標

指標
　小牧市　収入

目

印紙等購入基金　10

担

,000,000円
他

当

市との 　安城市　一般

係

旅券発給事務収入印紙

管

購入基金　10,00

理

0,000円
比較検証

係

2 3 1



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　旅券申請時に必要な印紙

平

の販売は市民サービス

成

のため必
・法的業務

高

２

い
要であり、旅券発給

６

業務開始に合わせて売

年

りさばき所を開
必要性

度

・市民ニーズ、社会需

　

要 設するための基金の

刈

設置の必要性は高い。

谷

・市民生活上必要であ

市

る　など

　一定額の原

事

資金を基に印紙の購入

務

と売りさばきが可能で

事

・コストの節減、費用

業

対効果
高い

あり、一旦

評

積立てれば、毎年の予

価

算化の必要がないため

シ

、
効率性 ・執行体制の

ー

効率性 効率性が高い。

ト

・手段の最適性　など

（

　印紙と現金の合計は

様

必ず積立額と一致する

式

ため、透明性
・市が主

２

体となって実施する
高

）

い
が高い。また、25

会

年度中に印紙の購入が

計

可能となり26年度
妥

名

当性 　べき事業である

担

か 当初からの事務に備

当

えることができた。
・

部

総合計画との整合性　

市

など

　旅券発給業務を

民

円滑に行ううえで必要

活

な事業である。

施策へ

動

の ・施策への貢献度
普

部

通・目標達成度
貢献度

一

・市民サービスへの効

般

果　など

今後の方向性

会

□拡充　□現状維持　

計

□改善・効率化　□縮

一

小　□終期設定　□休

般

止・廃止

　平成25年

旅

度に予定どおり基金へ

券

積立を完了した。
　今

収

後、印紙の需要が増し

入

、さらなる積立が必要

印

になった場合、再び本

紙

事業を実施する必要が

購

ある。

入基金

Ｃ
 

積

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

立

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

事業
担当課 市民課

款 項 目 担当係 管理係

2 3 1



の臨時職員の確保（人） 8 9 9 9 9
指標
活動 繁忙期勤務する市民課窓口の臨時職員の確保（人） 1 4 2 2 3
指標

　職員配置等が異なるため、他市との比較はできない。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 11,690 13,943 13,059 13,467 合計 13,059,081 円
賃金 13,059,081 円

財
　
源

特定財源 11,690 13,943 13,059 10,101

一般財源 0 0 0 3,366

職員人件費　② 1,436 1,415 1,403 1,466

総事業費（①＋②） 13,126 15,358 14,462 14,933

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 戸籍関係手数料
住民票関係手数料

２７年度以降の事業費見込 0 印鑑

Ｄ

証明手数料

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平

Ｐ

成

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

２

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

６

　
業
　
概
　
要

総合計画

年

分野 計画推進

基本施策

度

行政経営
施策体系

施策

　

の内容 効率的な行政運

刈

営

目
　
　
　
的

臨時職員

谷

を雇用することで、市

市

民課での各種

主
た
る
内

事

容

市民課業務を円滑に

務

行うため、臨時職員を

事

雇
届出事務・証明発行

業

及び各出張所での受付

評

事 用する。
務の円滑化

価

を図る。 　　市民課　

シ

11人
　　　内訳　窓

ー

口及び郵送等　7人
 

ト

          

（

 フロアー案内　2人

様

　　　　　　繁忙期　

式

2人
　　　
　　北部出

１

張所　2人
　　小垣江

）

出張所　2人
　　東刈

会

谷出張所　3人

位
置
づ

計

け

関連計画

根拠法令

対

名

象者 市民 事業期間 ～

実

担

施方法 ■直営　□委託

当

　□指定管理　□補助

部

・助成　□その他

市民活動部

一般会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

臨

３年度実績 ２４年度実

時

績 ２５年度実績 ２６年

職

度計画

市民課　9人 市

員

民課　13人 市民課　

雇

11人 市民課　11人

用

（内繁忙期1～3月　

事

1 人） （内繁忙期4

業

～7月　2人 （内繁忙

担

期4月,1～3月　2

当

人）（内繁忙期4月,

課

1～3月　2人）
出張

市

所　7人 　　　　　4

民

月,1～3月　2人）

課

出張所　 7人 出張所

款

　 7人
出張所　 7

項

人

　業務の集中する繁

目

忙期（4月、1～3月

担

)に各2名を雇用した

当

ことにより、窓口業務

係

を始め市民課各種業務

市

を円滑に行うこ

成果 と

民

ができた。

(できたこ

係

と)

　臨時職員の多く

2

は経験年数が長く、市

3

民課業務を行う上でな

1

くてはならない存在であるが、経験年数による賃金加算
課題

がないため、経験豊富な臨時職員の確保とともに新しい人材（短期雇用）の確保が課題である。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 通常期勤務する市民課窓口



要な機器の賃借及び保守管理委託をすることで市民課業務を適

成果 正に管理することができた。特に住基ネットワークシステムの機器賃貸借契約は、稼動時期が異なる２本の長期継続契約

(できたこと) になっていたが、機器更改に伴い１本の契約とし、事務の簡素化を図ることができた。

　システム機器の操作を行う担当者が機器の操作設定等を正確に行うことで、通常の業務が可能となる。システムダウン
課題

につながるトラブルを未然に防ぐシステムの監視と正確な操作を徹底する。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 トラブルによるシステムダウン（件） 0 0 0 0 0
指標

 
指標

システムの構成等によって違うため他市との比較はできない。 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円

Ｄ

２３年度 ２４年度 ２５

　

年度 ２６年度 ２５年度

　

（決算） （決算） （決

　

算） （予算） 事業費内

Ｏ

訳

事業費　① 17,7

　

67 14,571 15

　

,774 12,441

∧

合計 15,773,7

　

13 円
役務費 201

　

,433 円

財
　
源

特

実

定財源 17,767 1

　

4,571 14,70

　

0 12,441 委託料

施

13,233,614

　

 円
使用料及び賃借料

　

一般財源 0 0 1,07

∨

4 0 2,338,666 円

職員人件費　② 5,025 4,952 5,260 4,030

総事業費（①＋②） 22,792 19,523 21,034 16,471

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 戸籍関係手数料
住民票関係手数料

２７年度以降の事業費見込 0

平

Ｐ
　
　

成

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

２

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

６

　
概
　
要

総合計画
分野

年

計画推進

基本施策 行政

度

経営
施策体系

施策の内

　

容 効率的な行政運営

目

刈

　
　
　
的

住基ネットワ

谷

ークシステム、戸籍シ

市

ステムな

主
た
る
内
容

各

事

種システム・機器の保

務

守管理及び賃借等を
ど

事

業務に必要な機器の賃

業

借及び保守管理委託 行

評

う。
を行い、市民課業

価

務の適正化を図る。 　

シ

住基ネットワークシス

ー

テム
　戸籍システム
　

ト

通信機器の借上料
　戸

（

籍システム回線料等
　

様

ファックス通話料等

位

式

置
づ
け

関連計画  

根拠

１

法令  

対象者 市民 事業

）

期間 ～

実施方法 ■直営

会

　■委託　□指定管理

計

　□補助・助成　□そ

名

の他

担当部 市民活動部

Ｂ
　
事
　
業
　

一

実
　
績

２３年度実績 ２

般

４年度実績 ２５年度実

会

績 ２６年度計画

保守管

計

理委託料等 保守管理委

設

託料等 保守管理委託料

備

等 保守管理委託料等
　

管

住基ネットワークシス

理

テム 　住基ネットワー

事

クシステム 　住基ネッ

業

トワークシステム 　住

担

基ネットワークシステ

当

ム
　外国人登録システ

課

ム 　外国人登録システ

市

ム 　戸籍システム等 　

民

戸籍システム等
　戸籍

課

システム等 　戸籍シス

款

テム等 　13,233

項

,614円 　7,28

目

0,000円(予算額

担

）
　10,432,4

当

30円 　8,368,

係

992円   （機器更

戸

改含む） システム借上

籍

料等
システム借上料等

係

システム借上料等 シス

2

テム借上料等 　住基ネ

3

ットワークシステム 

1

　住基ネットワークシステム 　住基ネットワークシステム 　住基ネットワークシステム 　等
　外国人登録システム等 　外国人登録システム等 　等 　4,947,000円（予算額）
　6,885,142円 　6,000,607円 　2,338,666円

　（再リースあり）
　住基ネットワークシステム、戸籍システム等の業務に必



68 64 56 60 62
指標

 
指標

直営…安城（バン1台、使用料3,150円、平成26年度新規購入）、新城（バス･バン各1台、使用料5,140円）
他市との 全面委託…高浜・碧南（衣浦衛生組合で1台、使用料管内3240円、管外9,720円）
比較検証 運転業務委託…知立（ボクシー1台、使用料2,300円）、蒲郡（バス1台、使用料2,500円）

廃止…幸田、津島

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,709 2,751 2,673 2,963 合計 2,672,661 円
需用費 95,529 円

財
　
源

特定財源 1,086 1,047 882 1,030 役務費 170,532 円
委託料 2,406,600 円

一般財源 1,623 1,704 1,791 1,933

職員人件費　② 3,230 3,183 2,455 4,030

総事業費（①＋②） 5,939 5,934 5,128 6,993

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５

Ｄ

年度迄の累積事業費 0

　

霊きゅう車使用料

２７

　

年度以降の事業費見込

　

0

Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

６

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 計

度

画推進

基本施策 行政経

　

営
施策体系

施策の内容

刈

効率的な行政運営

目
　

谷

　
　
的

霊きゅう車の運

市

転業務を委託し、経費

事

を削減

主
た
る
内
容

霊き

務

ゅう車の運転業務を委

事

託するとともに、
し、

業

霊きゅう車の適切な提

評

供を図る。 車両の管理

価

を行う。
　霊きゅう車

シ

（バン）１台保有
　使

ー

用料　市内　3,00

ト

0円
　　　　　市外　

（

6,000円

位
置
づ
け

様

関連計画  

根拠法令  

式

対象者 対象者を限定せ

１

ず 事業期間 平成１９年

）

度 ～

実施方法 □直営　

会

■委託　□指定管理　

計

□補助・助成　□その

名

他

担当部 市民活動部

Ｂ
　
事
　
業
　
実

一

　
績

２３年度実績 ２４

般

年度実績 ２５年度実績

会

２６年度計画

運行実績

計

 　　 345件 運行

霊

実績 　　 321件

き

運行実績 　　 28

ゅ

2件 運行見込み　　3

う

02件
運行可能件数　

車

504件 運行可能件数

運

　501件 運行可能件

転

数　504件 運行可能

管

件数　504件
委託料

理

委託料 委託料 委託料
2

業

,415,000円 2

務

,406,600円 2

委

,406,600円 2

託

,476,000円（

事

予算額）

　霊きゅう車

業

の運行業務を業者委託

担

することで、経費の削

当

減を図ることができた

課

。

成果 　また、定期的

市

に車両点検等の安全確

民

認をし、運行業務を確

課

実に行うことができた

款

。

(できたこと)

　平

項

成12年8月に霊きゅ

目

う車を購入してから1

担

4年が経過する。定期

当

的に車両点検等の安全

係

確認に努め、安全な運

管

行に細心
課題

の注意を

理

払っているが、車両の

係

状況を見ながら今後の

4

更新と運用方法につい

1

て検討する必要がある

6

。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 霊きゅう車利用率（％）



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 72,791 75,925 75,713 84,996 合計 75,713,245 円
旅費 3,320 円

財
　
源

特定財源 24,409 26,743 34,631 24,750 役務費 114,099 円
委託料 75,595,826 円

一般財源 48,382 49,182 41,082 60,246

職員人件費　② 1,436 1,415 2,104 2,931

総事業費（①＋②） 74,227 77,340 77,817 87,927

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 斎園使用料
行政財産目的外使用料

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平

Ｐ
　
　

成

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

２

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

６

　
概
　
要

総合計画
分野

年

都市環境

基本施策 市街

度

地・住環境
施策体系

施

　

策の内容 住環境の充実

刈

目
　
　
　
的

青山斎園の

谷

施設を指定管理者に委

市

託すること

主
た
る
内
容

事

指定管理者へ施設利用

務

の受付業務、使用料の

事

で、経費の削減と青山

業

斎園の適正な管理運営

評

徴収業務、火葬業務、

価

施設の維持管理業務を

シ

を図る。 委託し、適正

ー

な管理運営を行う。

位

ト

置
づ
け

関連計画  

根拠

（

法令  

対象者 対象者を

様

限定せず 事業期間 ～

実

式

施方法 □直営　□委託

１

　■指定管理　□補助

）

・助成　□その他

会計名 担当部 市民活

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

動

３年度実績 ２４年度実

部

績 ２５年度実績 ２６年

一

度計画

指定管理料 指定

般

管理料 指定管理料（予

会

算額） 指定管理料（予

計

算額）
72,704,

施

887円 74,991

設

,133円 82,42

管

6,000円 84,6

理

34,000円

　従来

事

、市が行っていた業務

業

を指定管理者に委託す

担

ることにより経費の軽

当

減を図ることができた

課

上、施設の適正な管理

市

運

成果 営ができた。

(

民

できたこと)

　平成2

課

7年3月の指定管理更

款

新に合わせ小規模修繕

項

の負担区分を明確にす

目

る必要がある。
課題

(

担

できなか 

 ったこと

当

)

指標名称（単位）
実

係

績値 目標値

２３年度 ２

管

４年度 ２５年度 ２６年

理

度 ２８年度

成果 施設利

係

用に対する満足度（％

4

） ― ― 90.9 91

1

.0 92.0
指標

 
指

6

標
岡崎市　委託　　　　　　　　　　　　　　　知立市　直営

他市との 豊田市（みよし市）委託　　　　　　　　　　西尾市　委託
比較検証 碧南市（高浜市）一部事務組合直営

安城市　直営



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,579 5,282 998 15,500 合計 997,500 円
工事請負費 997,500 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 3,579 5,282 998 15,500

職員人件費　② 1,077 1,061 1,753 2,931

総事業費（①＋②） 4,656 6,343 2,751 18,431

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平

Ｐ
　
　

成

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

２

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

６

　
概
　
要

総合計画
分野

年

都市環境

基本施策 市街

度

地・住環境
施策体系

施

　

策の内容 住環境の充実

刈

目
　
　
　
的

必要な箇所

谷

の改修等を行うことに

市

より、施設

主
た
る
内
容

事

青山斎園施設の利便性

務

向上や市民のニーズに

事

の利便性向上と青山斎

業

園の適正な管理運営を

評

対応するため、必要な

価

箇所の改修を行う。
図

シ

る。 　　

位
置
づ
け

関連

ー

計画  

根拠法令  

対象

ト

者 対象者を限定せず 事

（

業期間 ～

実施方法 □直

様

営　■委託　□指定管

式

理　□補助・助成　□

１

その他

）

会計名 担当部 市

Ｂ
　
事
　
業

民

　
実
　
績

２３年度実績

活

２４年度実績 ２５年度

動

実績 ２６年度計画

ガス

部

管改修工事 墓園通路補

一

修工事 火葬場小動物告

般

別場所改修工 墓園整備

会

工事
墓園通路補修工事

計

エレベーター改修工事

施

事 ロータリー植栽工事

設

霊堂待合棟外壁修繕
霊

整

堂・待合棟雨樋補修箇

備

所調
査委託

　小動物の

事

告別場所を整備し、昨

業

今のペットに対する市

担

民のニーズに応えるこ

当

とができた。

成果

(で

課

きたこと)

　施設を維

市

持管理していく上で、

民

新たに整備を必要とす

課

るもの、経過年数によ

款

り取替を必要とするも

項

のが発生してくるた
課

目

題
め、長期的な計画を

担

策定し、整備・改修し

当

てライフスタイルの変

係

化に伴う市民のニーズ

管

に対応していく必要が

理

ある。
(できなか 

 

係

ったこと)

指標名称（

4

単位）
実績値 目標値

２

1

３年度 ２４年度 ２５年

6

度 ２６年度 ２８年度

成果  整備不良による事故発生件数（件） 0 0 0 0 0
指標

 
指標

 建設年度等が異なるため、他市との比較はできない。
他市との
比較検証



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 851 3,057 4,982 13,400 合計 4,982,250 円
需用費 4,982,250 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 851 3,057 4,982 13,400

職員人件費　② 1,077 1,061 1,753 2,931

総事業費（①＋②） 1,928 4,118 6,735 16,331

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平

Ｐ
　
　

成

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

２

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

６

　
概
　
要

総合計画
分野

年

都市環境

基本施策 市街

度

地・住環境
施策体系

施

　

策の内容 住環境の充実

刈

目
　
　
　
的

経年劣化等

谷

により、損傷した箇所

市

の修繕を行

主
た
る
内
容

事

青山斎園において経年

務

劣化等により修繕が必

事

うことで、青山斎園の

業

適正な管理運営を図る

評

要な箇所の修繕を行う

価

。
。

位
置
づ
け

関連計画

シ

 

根拠法令  

対象者 対

ー

象者を限定せず 事業期

ト

間 ～

実施方法 □直営　

（

■委託　□指定管理　

様

□補助・助成　□その

式

他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実

市

　
績

２３年度実績 ２４

民

年度実績 ２５年度実績

活

２６年度計画

火葬炉（

動

人体炉・動物炉）設 火

部

炉台車等耐火物取替修

一

繕 火炉台車等耐火物取

般

替修繕 火葬炉設備修繕

会

備修繕 火葬棟空調用ド

計

レン配管修繕 せい山閣

施

屋根防水修繕 火葬棟雨

設

樋修繕
（霊安室天井修

補

繕を含む） 霊堂棟雨樋

修

修繕 水銀灯支柱塗装等

事

修繕
集塵機（吸引装置

業

）取替修繕 火葬棟オペ

担

レーター（排煙装 案内

当

板修繕
置）修繕

　新た

課

に補修が必要なもの、

市

使用頻度や経過年数に

民

より取替えや補修が必

課

要となった部分につい

款

て、修繕等計画に沿い

項

適

成果 正に補修等を行

目

うことができた。

(で

担

きたこと)

　使用頻度

当
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指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果  整備不良による事故発生件数（件） 1 0 0 0 0
指標

 
指標

 建設年度等が異なるため、他市との比較はできない。
他市との
比較検証


